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2018年 12月 20日 

 

受益者の皆さまへ 

三井住友アセットマネジメント株式会社 

三井住友・スーパーアクティブ・オープンの基準価額下落について 

（12月20日の基準価額の変動要因についてのお知らせ） 

 

平素は格別のご愛顧を賜り、厚く御礼申し上げます。 

2018年 12月 20日、以下のファンドの基準価額が前営業日比 5％以上の下落となりましたので、要因等に
ついてご報告致します。 

 

1.基準価額が前営業日比 5％以上下落したファンドの名称とその状況 

ファンド名 基準価額（円）
（2018年12月20日）

前営業日比（円）
（2018年12月19日比）

変動率

三井住友・ス－パ－アクティブ・オ－プン 4,621 -253 -5.19%  

 

2.基準価額の変動要因等について 

国内株式市場は、前日の米国株式市場が大幅に下落したことを受けて全面安の展開となりました。FOMC
（米連邦公開市場委員会）における追加利上げ決定は事前予想通りだったものの、その後のパウエルFRB
（米連邦準備制度理事会）議長の記者会見の内容が、市場が期待していたほど利上げに慎重ではないと受
けとめられたことから、利上げが景気に与える影響が懸念され米国株式市場は大幅に下落しました。国内株式市
場もこの流れを引き継ぎ、投資家のリスク・オフ（リスク回避）姿勢が強まったことから幅広い銘柄が売られる展開
となりました。日経平均株価が終値20,392.58円で前営業日比2.84％の大幅下落となったほか、東証株価
指数（TOPIX）も終値1,517.16ポイントで同2.51％下落、TOPIX先物3月限は終値1,506ポイントで同
3.06％の下落となりました。業種別でも電気・ガスを除く32業種が下落となりました。 

上記のような状況に加え、当ファンドは先物を組入れることで株式の実質組入比率を170％超と高水準で推
移させていることが、基準価額下落の要因となりました。 

 

3.今後の見通し 
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景気や企業業績の先行きを過度に悲観する見方などから国内株式市場は大幅に下落し、株価は割安圏に
あると考えられます。ただし、短期的には米中の貿易摩擦や世界景気の先行きなどに対する警戒感は根強く、発
表される経済指標や政治イベントの動向に対して神経質に反応する展開が予想されます。引き続き各国要人の
発言や金利・為替・原油動向などに留意が必要と考えます。 

 

以上 
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